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Ⅱ 人材育成コース 

有期契約労働者等に対して職業訓練を行う事業主に対して助成するものであり、有期契約労働者等の

職業能力開発を通じたキャリアアップを目的としています。 

 

対象となる措置 

本助成金（コース）は、下記の「対象となる事業主」に該当する事業主（以下「申請事業主」という）が、

ガイドライン（※１）に沿って、１の対象労働者に対して２～４のすべての措置を実施した場合に受給する

ことができます。 

※１ ガイドラインとは「有期契約労働者等のキャリアアップに関するガイドライン～キャリアアップの促進のた

めの助成措置の円滑な活用に向けて～」を指します。ガイドラインは厚生労働省ホームページに掲載しており

ます。 厚生労働省ホームページ「有期契約労働者等のキャリアアップに関するガイドライン」 

１ 対象労働者 

本助成金（コース）における「対象労働者」は、次の（１）～（４）のいずれかに該当する労働者で

す。 

（１）次の①～⑦のすべてに該当する労働者であること 

① 一般職業訓練を実施する事業主に従来から雇用されている有期契約労働者等または新たに雇い

入れられた有期契約労働者等であること 

➁ 一般職業訓練を実施する事業主の事業所において、訓練の終了日又は支給申請日に雇用保険被

保険者であること 

➂ 支給申請日において離職していない者であること 

④ 正規雇用労働者等として雇用することを約して雇い入れられた労働者ではないこと 

⑤ 事業主が実施する一般職業訓練の趣旨、内容を理解している者であること（育児休業中訓練で

ある場合を除く。） 

⑥ 育児休業期間中に育児休業中訓練の受講を開始する者であること（育児休業中訓練である場合

のみ。） 

⑦ 一般職業訓練を実施する事業所の事業主又は取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以内

の血族及び姻族をいう。）以外の者であること 

（２）次の①～⑤のすべてに該当する労働者であること 

   ➀ 有期実習型訓練を実施する事業主に従来から雇用されている有期契約労働者等または新たに雇

い入れられた有期契約労働者等であって、次のアおよびイいずれにも該当する労働者であること 

ア ジョブ・カード作成アドバイザー（ジョブ・カード講習の受講等により、ジョブ・カードを

活用したキャリアコンサルティング等を行う者として厚生労働省または登録団体に登録された

者をいう。）により、職業能力形成機会に恵まれなかった者（次のaまたはbに該当する者をい

う。）として有期実習型訓練に参加することが必要と認められ、ジョブ・カードを作成した者

であること 

a 訓練実施分野において過去５年以内におおむね３年以上継続して正規雇用されたことがな

い者であること 

b aに該当する者以外の者であって、過去５年以内に半年以上休業していた者、従事していた

労働が単純作業であって体系立てられた座学の職業訓練の受講経験が全くない者など、過去

の職業経験の実態等から有期実習型訓練への参加が必要と認められる者であること 
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イ 正規雇用労働者等として雇用することを約して雇い入れられた労働者ではないこと 

② 有期実習型訓練を実施する事業主の事業所において、対象訓練の終了日又は支給申請日に雇用保

険被保険者であること 

➂ 事業主が実施する有期実習型訓練の趣旨、内容を理解している者であること 

④ 公共職業訓練、求職者支援訓練、若者チャレンジ訓練又は実践型人材養成システムを修了後６か

月以内の者でないこと 

⑤ 有期実習型訓練を実施する事業所の事業主又は取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以内

の血族及び姻族をいう。）以外の者であること 

 （３）次の①～⑤のすべてに該当する労働者であること 

   ➀ 紹介予定派遣に係る派遣労働者として有期実習型訓練を実施する派遣元事業主に雇用され、派遣

先事業主の指揮命令の下に労働する労働者であること 

➁ 上記（２）①ア、イのいずれにも該当する労働者であること 

➂ 有期実習型訓練を実施する派遣元事業主の事業所において、対象訓練の終了日又は支給申請日

に雇用保険被保険者であること 

④ 派遣元事業主、派遣先事業主が実施する有期実習型訓練の趣旨、内容を理解している者である

こと 

⑤ 公共職業訓練、求職者支援訓練、若者チャレンジ訓練又は実践型人材養成システムを修了後６か

月以内の者でないこと 

 （４）次の①～⑥のすべてに該当する労働者であること 

   ➀ 中長期的キャリア形成訓練を実施する事業主に従来から雇用されている有期契約労働者等又は

新たに雇い入れられた有期契約労働者等であること 

   ➁ 中長期的キャリア形成訓練を実施する事業所において、対象訓練の終了日又は支給申請日に雇

用保険被保険者であること 

➂ 支給申請日において離職していない者であること 

④ 正規雇用労働者等として雇用することを約して雇い入れられた労働者ではないこと 

⑤ 事業主が実施する中長期的キャリア形成訓練の趣旨、内容を理解している者であること 

⑥ 中長期的キャリア形成訓練を実施する事業所の事業主又は取締役の３親等以内の親族（配偶者、

３親等以内の血族及び姻族をいう。）以外の者であること 

２ キャリアアップ管理者の配置・キャリアアップ計画の認定 

ガイドラインに沿って、事業所ごとに「キャリアアップ管理者」を配置するとともに、「キャリアアッ

プ計画」（※２）を作成して、それについて管轄の労働局長の認定を受けること 

※２ キャリアアップ計画書は、訓練開始日の前日から起算して１か月前までに提出してください。 
本計画は、３年～５年の計画であり、ガイドラインに沿って、おおまかな取り組みの全体の流れ（対象者、
目標、期間、目標を達成するために事業主が講ずる措置等）を記載します。 

 

３ 職業訓練計画の認定  

キャリアアップ計画の認定後（または同時）に、対象労働者に対して次の（１）～（４）の要件に該

当する職業訓練を実施するための「職業訓練計画」を作成して、管轄の労働局長の認定を受けること 

法令において事業主に対して実施が義務づけられている労働安全衛生法の講習等は助成対象となりま

せん。また、一般職業訓練、有期実習型訓練、中長期的キャリア形成訓練において、派遣元事業主によ

る派遣労働者への教育訓練においては、入職時から毎年８時間を助成対象外とします。 

（１）一般職業訓練（（育児休業中訓練（※３）含む）（Off-JT（※４））、有期実習型訓練（Off-JTと OJT
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（※５））または中長期的キャリア形成訓練（※６）であること 

※３ 育児休業中訓練とは、育児休業期間中の労働者の自発的な申し出を受け支援される職業訓練（Off-JT）のこ
とです。 

※４ Off-JTとは、生産ラインまたは就労の場における通常の生産活動と区別して業務の遂行の過程外で行われ
る職業訓練のことです。 

※５ OJTとは、適格な指導者の指導の下、事業主が行う業務の遂行の過程内における実務を通じた実践的な技能
およびこれに関する知識の習得に係る職業訓練のことです。 

※６ 中長期的キャリア形成訓練とは、中長期的なキャリア形成に資する専門的かつ実践的な教育訓練として厚生
労働大臣が指定する専門実践教育訓練（Off-JT）のことです。 

（２）一般職業訓練の場合、以下の➀および➁を満たしていること 

➀ １コースあたり２０時間以上（育児休業中訓練である場合は１０時間以上）かつ１年以内の職業

訓練であること 

➁ 通信制の職業訓練（スクーリングがあるものを除く）でないこと 

（３）有期実習型訓練の場合、以下の①～④のすべてを満たしていること 

① 実施期間３か月以上６か月以下の訓練であること 

② 総訓練時間数が６か月当たりの時間数に換算して４２５時間以上であること 

③ 総訓練時間に占めるOJTの割合が１割以上９割以下であること 

④ 訓練修了後にジョブ・カード様式３－３－１－１：企業実習・OJT用により職業能力の評価を実

施すること（※７） 

※７ 有期実習型訓練を実施する場合、訓練対象者は、ジョブ・カードを作成している必要があります。 
ジョブ・カードセンターでは、有期実習型訓練の訓練カリキュラムの作成やジョブ・カードの作成について、
相談・支援を行っています。 

全国のジョブ・カードセンター一覧：http://www.jc-center.jp/center.html 

 （４）中長期的キャリア形成訓練の場合、厚生労働大臣が指定する専門実践教育訓練の指定期間内に受講

を開始する必要があること  

４ 職業訓練の実施 

（１）３によって認定された職業訓練計画に基づいて、対象労働者に対する職業訓練を実施すること 

（２）対象労働者に対して訓練期間の賃金を支払うこと（中長期的キャリア形成訓練で労働者の申し出に

よる職業訓練の受講に対する支援の場合及び育児休業中訓練を除く） 

 

  注意  次のいずれかに該当する場合は支給対象となりません。 

１ 申請事業主が訓練に係る経費について、負担していない部分の経費 

２ 支給申請時までに職業訓練に係る経費の支払いが完了していない部分の経費 

３ 一般職業訓練（育児休業中訓練を含む。）、有期実習型訓練および中長期的キャリア形成

訓練のうち通学制の訓練について、職業訓練を開始した対象労働者が訓練コースの計画時間数

（有期実習型訓練の場合はOJTとOFF-JTの各々の計画時間数）の８割以上を受講していない場合

の訓練に係る全費用 

４ 中長期的キャリア形成訓練のうち通信制の訓練について、厚生労働大臣が指定する専門実践教育

訓練の受講・修了基準を満たしていない場合の訓練に係る全費用 

５ 育児休業中訓練のうち通信制の訓練について、訓練修了時に訓練受講者が訓練を受講することに

よって修得した職業能力の評価が行われなかった場合の訓練に係る全費用 

 

対象となる事業主 

本助成金（コース）を受給する事業主は、次の要件のすべてを満たすことが必要です。 

１ 「各雇用関係助成金に共通の要件等」（本パンフレット７～９ページ）のＡの要件に該当するとともに、
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Ｂの要件に該当していないこと 

そのうち特に次の点に留意してください。 

（１）上記「対象となる措置」に示す措置を受ける対象労働者の出勤状況および賃金の支払い状況等を明

らかにする書類（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）、およびその措置の状況とそれに要した費用を明

らかにする書類等を整備・保管し、労働局等から提出を求められた場合にそれに応じること 

  

 注意   次のいずれかに該当する事業主は支給対象となりません。 

１ 職業訓練計画を提出した日の前日から起算して６か月前の日から当該職業訓練に係るキャ

リアアップ助成金の支給申請書の提出日までの間に、当該職業訓練計画を実施した適用事業

所において、雇用保険被保険者を事業主都合により解雇（勧奨退職等を含む）したことがあ

る場合 

２ 職業訓練計画を提出した日の前日から起算して６か月前の日から当該職業訓練に係るキャ

リアアップ助成金の支給申請書の提出日までの間に、当該職業訓練計画を実施した適用事業

所において、特定受給資格離職者（雇用保険法第２３条第１項に規定する特定受給資格者と

なる離職理由のうち離職区分１Ａまたは３Ａに区分される離職理由により離職した者をい

う。）として雇用保険法第１３条に規定する受給資格の決定が行われたものの数を、当該事業

所における支給申請書提出日における被保険者数で除した割合が６％を超えている場合（特

定受給資格者として当該受給資格の決定が行われたものの数が３人以下である場合を除く） 

     ３ 支給申請時点において、対象労働者について、事業主都合による解雇（天災その他やむを

得ない理由のために事業の継続が困難となったこと又は労働者の責めに帰すべき理由により

解雇した場合を除く。）をしている場合 

４ 対象労働者に訓練経費を負担させた場合（中長期的キャリア形成訓練のうち、対象労働者

本人の申し出による自発的な訓練の受講を支援する場合および育児休業中訓練を除く。）。 

     ５ 「対象となる措置」１（３）に該当する労働者に職業訓練を実施する派遣元事業主および

派遣先事業主については、派遣元事業と派遣先事業主のいずれかが上記１～３に該当する場

合は、双方とも支給対象となりません。 

 

支給額 

１ 本助成金（コース）は、職業訓練の種類に応じて１訓練コース支給対象者１人あたり下表に該当する

額の合計が支給されます。 

 

訓練の種類 助成対象 支給額 

Off-JT 

 

賃金助成 １時間あたり８００円（５００円）  （※８） 

訓練経費助成 Off-JTの訓練時間数に応じた次の金額  

【一般職業訓練（育児休業中訓練を含む。）、有期実習型訓練】 

 １００時間未満           １０万円（７万円） 

 １００時間以上２００時間未満   ２０万円（１５万円） 

 ２００時間以上                ３０万円（２０万円） 

【中長期的キャリア形成訓練】 

（有期実習型訓練修了後に正規雇用労働者等に転換された場合） 
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１００時間未満          １５万円（１０万円） 

 １００時間以上２００時間未満   ３０万円（２０万円） 

 ２００時間以上                ５０万円（３０万円） 

  ※実費が上記を下回る場合は実費を限度とします。 

  ※育児休業中訓練は訓練経費助成のみが支給されます。 

OJT 訓練実施助成 １時間あたり８００円（７００円）  （※９） 

注 （ ）内は中小企業以外の額（中小企業事業主の範囲については「各雇用関係助成金に共通の要件等」のＣを参照） 
※８ １訓練コース１人１,２００時間分を上限とします。 
※９ １訓練コース１人６８０時間分を上限とします。 

 ２ ただし、１年度１事業所あたり５００万円を上限とします。 

 

受給手続 

本助成金（コース）を受給しようとする申請事業主は、次の１～４の順に手続きをしてください。 

１ キャリアアップ計画の提出 

  ガイドラインに沿ってキャリアアップ計画を作成し、職業訓練を実施する前に、必要な書類を添えて

（※１０）、管轄の労働局（※１１）に提出して、労働局長の認定を受けてください。 

なお、「対象となる措置」の１（３）に該当する労働者に職業訓練を実施する場合は、派遣元事業主お

よび派遣先事業主のそれぞれが「キャリアアップ計画」を作成し、管轄の労働局長の認定を受けてくださ

い。 

※１０ 申請書等の用紙やこれに添付すべき書類については、労働局へお問い合わせください。 
※１１ 申請書等の提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。 

２ 訓練計画届の提出 

  職業訓練を実施する前に、キャリアアップ計画に基づいた職業訓練計画を作成し、必要な書類を添え

て（※１０）、管轄の労働局（※１１）に提出して、労働局長の認定を受けてください。 

  なお、「対象となる措置」１（３）に該当する労働者に職業訓練を実施する場合は、派遣元事業主と派

遣先事業主が共同して書類を準備し、派遣先事業主が管轄の労働局へ提出し、労働局長の認定を受けて

ください。 

３ 訓練開始届の提出 

職業訓練を開始した事業主は、職業訓練の開始日の翌日から１か月以内に訓練開始届を管轄の労働局

へ提出してください。 

なお、「対象となる措置」１（３）に該当する労働者に職業訓練を実施する場合は、派遣先事業主が訓

練開始届を管轄の労働局へ提出してください。 

４ 支給申請 

基準日（職業訓練計画実施期間の終了した日）の翌日から起算して２か月以内に、「支給申請書」に必

要な書類を添えて（※１０）、管轄の労働局（※１１）へ支給申請してください。 

なお、「対象となる措置」１（３）に該当する労働者に職業訓練を実施した場合は、派遣先事業主と派

遣元事業主が共同して書類を準備し、派遣先事業主が管轄の労働局へ支給申請してください。 

 

利用にあたっての注意点 

１ 本助成金（コース）の受給にあたっては、「各雇用関係助成金に共通の要件等」のＤ,Ｆ,Ｇにご留意く

ださい。 

２ 本助成金（コース）の要件や手続き等の詳細については、最寄りの労働局またはハローワークへお問

い合わせください。 


